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「「「「環境環境環境環境をををを『『『『力力力力』』』』にするにするにするにするビジネスビジネスビジネスビジネス」」」」新戦略新戦略新戦略新戦略
企業企業企業企業のののの「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価のののの取組取組取組取組

経済産業省産業技術環境局

環境調和産業推進室

平成２１年６月
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環境経営の重要な柱 企業の自主的な環境経営に対する支援

○省エネルギー（地球温暖化対策）
○省資源 （循環型社会構築）
○有害物質対策（適正管理）

○ｸﾞﾘｰﾝ・ｺﾝｼｭｰﾏｰの拡大
（グリーン購入法や環境ＮＰＯの活動）
○企業の社会的責任に対する意識の向上
（積極的な市民社会への貢献を期待）

市場のグリーン化の進展

○品質（Quality）
○コスト（Cost）
○納期（Delivery）

競争力の源泉
↓

ＱＣＤ＋Ｅへ

○品質（Quality）
○コスト（Cost）
○納期（Delivery）

競争力の源泉
↓

ＱＣＤ＋Ｅへ

１．環境経営管理（EMS)の構築
企業の環境理念の明確化とその実証を担保
する組織の構築

２．生産プロセス・技術への環境配慮
省エネ・省資源型生産技術革新、リユース・
リサイクルの徹底 等

３．製品・サービスの環境配慮
環境配慮設計基準、製品アセスメント（LCA）

等

４．環境コミュニケーション
環境報告書等により、環境経営や環境負荷の
状況を適切に情報提供
地域住民とのリスクコミュニケーション

１．環境経営管理（EMS)構築への支援
－中小企業等に対するＩＳＯ１４００１等取得支援

２．生産プロセス・技術の環境配慮への支援
－企業経営効率化に資する環境管理会計の推進
－省エネ技術、３Ｒ技術等に関する技術開発支援

３．製品・サービスの環境配慮への支援
－グリーン購入による環境配慮製品の初期需要
拡大
－ＬＣＡデータベースの構築、環境配慮設計手法
の導入支援。

４．環境コミュニケーション推進への支援
－環境／ＣＳＲ報告書ガイドラインの策定・普及
－エコプロダクツ展の開催支援 等

企業を取り巻く環境変化

環境制約の高まり

企業経営の基本

環境に配慮した企業経営の促進

－中小企業、ＮＰＯ等の連携、製品機能のサー
ビス化等のビジネス創出支援
－リサイクル設備導入等に対する支援

・環境ビジネスの創出
・環境ビジネスのリスク低減

環境ビジネスの育成

環境経営・環境ビジネス支援関連施策の概要
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「「「「環境環境環境環境をををを『『『『力力力力』』』』にするにするにするにするビジネスビジネスビジネスビジネス」」」」のののの現状現状現状現状とととと展望展望展望展望「「「「環境環境環境環境をををを『『『『力力力力』』』』にするにするにするにするビジネスビジネスビジネスビジネス」」」」のののの現状現状現状現状とととと展望展望展望展望

【【【【自然共生自然共生自然共生自然共生・・・・公害関連公害関連公害関連公害関連】】】】

２．９兆円 → ４．８兆円

【【【【３３３３ＲＲＲＲ関連関連関連関連】】】】

２５兆円 → ３０兆円

【【【【温暖化関連温暖化関連温暖化関連温暖化関連】】】】

３２兆円 → ４９兆円

【【【【環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネス（（（（※※※※））））市場規模市場規模市場規模市場規模（（（（推計推計推計推計））））】】】】

○市場規模 ５９兆円 → ８３兆円 （＋４０％）

○雇用規模 １８０万人 → ２６０万人 （＋４５％）

○温暖化問題等の環境制約を克服する社会的ニーズが高まる中、環境を企業の価値・利益につな
げ、環境と経済の両立した社会の実現に資する「環境を『力』にするビジネス」は成長が期待。
○こうしたビジネスの成長を現実のものとし、環境と経済の両立を具現化するため、産業構造審議会
環境部会産業と環境小委員会で「環境を『力』にするビジネス」の新戦略を策定。

(

＜社会的ニーズの高まり＞
• 「２０５０年温室効果ガス半減」という長期目標の世界的合意
•京都議定書の目標達成、２０１３年以降も含めた継続的な取組が必要

＜社会的ニーズの高まり＞
•従来型の産業公害対策への継続的な対応が必要
•地域の自然環境を活かした地域活性化の可能性

＜社会的ニーズの高まり＞
•最終処分場の逼迫
•新興国等の経済成長に伴う天然資源の需給逼迫

（出所：経済産業省委託「環境経営・環境ビジネス促進調査」等）

（＋５４％）

（＋２０％） （＋６４％）

※環境負荷低減を事業内容とするビジネスを対象として、①温暖化関連（再生可能エネルギー、省エネルギー等）、②３Ｒ関連（廃棄
物処理・リサイクル装置等）、③自然共生・公害関連（公害防止施設、環境修復・環境創造等）の分野を推計。



「「「「環境環境環境環境をををを『『『『力力力力』』』』にするにするにするにするビジネスビジネスビジネスビジネス」」」」新戦略新戦略新戦略新戦略 ～～～～環境環境環境環境をををを軸軸軸軸とするとするとするとする新新新新たなたなたなたな企業価値企業価値企業価値企業価値のののの創出創出創出創出～～～～

産業構造審議会環境部会産業と環境小委員会中間取りまとめ

「「「「環境立国宣言環境立国宣言環境立国宣言環境立国宣言」」」」以降以降以降以降のののの取組取組取組取組ののののレビューレビューレビューレビューとととと現時点現時点現時点現時点におけるにおけるにおけるにおける喫緊喫緊喫緊喫緊のののの政策課題政策課題政策課題政策課題((((第第第第１１１１章章章章））））

「「「「環境立国宣言環境立国宣言環境立国宣言環境立国宣言」」」」((((平成平成平成平成１５１５１５１５年年年年））））以降以降以降以降のののの取組取組取組取組ののののレビューレビューレビューレビュー
「環境立国宣言」以降、経済産業省では、官民との連携の
もと、環境経営・環境ビジネス・環境コミュニケーション
施策を展開してきたが、環境保全と経済成長が両立した持
続可能な産業・社会への転換のためには、より一層の施策
の推進が必要。

現時点現時点現時点現時点におけるにおけるにおけるにおける喫緊喫緊喫緊喫緊のののの政策課題政策課題政策課題政策課題
（１）環境コミュニケーションのシステム化の必要性、（２）環境技術開発とその導入促進の必要性、
（３）環境経営手法の裾野の拡大の必要性、（４）高度な環境技術を活用した競争力の高いビジネス展開の必要性、
（５）３Ｒの取組の高度化の必要性、（６）環境ビジネスのノウハウ・成功要因の共有促進の必要性、
（７）地域における環境問題の解決に資するビジネスの全国展開の必要性
（８）国際市場への展開のための環境整備の必要性

「「「「環境環境環境環境をををを『『『『力力力力』』』』にするにするにするにするビジネスビジネスビジネスビジネス」」」」新戦略新戦略新戦略新戦略((((第第第第２２２２章章章章））））

（（（（１１１１））））消費者消費者消費者消費者へのへのへのへの見見見見えるえるえるえる化化化化
①①①①カーボンフットプリントカーボンフットプリントカーボンフットプリントカーボンフットプリント制度制度制度制度のののの構築構築構築構築とととと普及促進普及促進普及促進普及促進
・市場導入試行事業の実施、ルール精緻化、第三者認
証の仕組みの構築
・ＩＳＯ等の国際標準化の議論への積極的な対応
・ＣＯ２排出量原単位データの作成・公開
・官民連携による普及啓発
・他の環境ラベル等との一体性の確保
・カ－ボンオフセットとの連携
・政府調達の促進
②３②３②３②３ＲＲＲＲ情報情報情報情報のののの見見見見えるえるえるえる化化化化
・環境配慮情報の活用による３Ｒの市場における新た
な評価軸の設定
・ラベル等による環境情報の提供等

（（（（１１１１））））環境経営環境経営環境経営環境経営のののの高効率化高効率化高効率化高効率化
①環境経営ツールのワンストップ化及び高度化
・地域拠点機関におけるワンストップ化、ＭＦＣＡのＩＳＯ
規格化、高度化等

②ＬＣＡデータベースの整備
・製品ＬＣＡデータベースの一本化､統一化等

・技術戦略マップの活用
・太陽光発電の技術革新や新たな買取制度の導入、次
世代自動車の開発や買換え促進、エコポイント活用等
によるグリーン家電の普及加速、住宅等の省エネ化、
有望技術・社会システムの開発・導入実証、国内クレ
ジット制度を活用した中小企業等における省エネ設備
等の導入促進等による、世界トップ水準にある環境・エ
ネルギー技術の開発・導入促進(経済危機対策）

・環境ベンチャー育成策の展開 等

（（（（４４４４））））ベストプラクティスベストプラクティスベストプラクティスベストプラクティスのののの分析分析分析分析・・・・啓発啓発啓発啓発
・「環境を『力』にするビジネスベストプラクティス集」による
ノウハウ・成功要因の共有、マニュアルとしての内容の精
査及び事例や調査項目の拡充

・モデル事業の成果を踏まえた地域の各主体が連携したビジ
ネスに関するマニュアルの作成・活用等による全国展開等

（（（（１１１１）））） 「「「「環境環境環境環境にににに優優優優しいしいしいしいアジアアジアアジアアジア」」」」のののの実現実現実現実現
・アジアにおける環境分野の法制度整備、執行体制強化
・「省水型・環境調和型水循環プロジェクト」の実施
・廃棄物処理・リサイクルに関する我が国の技術・システム実証実験等

（（（（２２２２））））欧米市場欧米市場欧米市場欧米市場におけるにおけるにおけるにおける環境基準環境基準環境基準環境基準、、、、環境規制環境規制環境規制環境規制のののの我我我我がががが国国国国とのとのとのとの整合性確保整合性確保整合性確保整合性確保
にににに
よるよるよるよる国際競争力強化国際競争力強化国際競争力強化国際競争力強化
・ＩＳＯやＩＥＣにおける環境基準や環境規制に係る国際標準化の議論に
おける積極的な意見表明等による我が国の意向が十分に反映された
国際標準の策定等

（（（（３３３３））））環境環境環境環境コミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションのののの推進推進推進推進
・消費者に対する持続可能性という視点からの広報・啓発
・中央・地方・海外での環境展示会等による継続的、広域
的かつインパクトのある広報・啓発等

環境保全環境保全環境保全環境保全とととと経済成長経済成長経済成長経済成長がががが両立両立両立両立したしたしたした持続可能持続可能持続可能持続可能なななな産業産業産業産業・・・・社会社会社会社会へのへのへのへの転換転換転換転換

（（（（２２２２））））投資家投資家投資家投資家・・・・金融機関金融機関金融機関金融機関へのへのへのへの見見見見えるえるえるえる化化化化
：「：「：「：「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法評価手法評価手法評価手法のののの開発及開発及開発及開発及びびびび株価指数株価指数株価指数株価指数へのへのへのへの適用等適用等適用等適用等
・「環境力」評価フレーム策定及び様々なステークホル
ダーへの利用の働きかけ
・「環境力」株価指数の組成
・環境報告書等による比較可能な情報提供の推進
・容易に環境情報にアクセスできるデータベースの構築等

３３３３．「．「．「．「環境環境環境環境をををを『『『『力力力力』』』』にするにするにするにするビジネスビジネスビジネスビジネス」」」」のののの高度化高度化高度化高度化
１１１１．「．「．「．「環境環境環境環境をををを『『『『力力力力』』』』にするにするにするにするビジネスビジネスビジネスビジネス」」」」にににに関関関関するするするする

コミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションののののシステムシステムシステムシステム化化化化

５５５５．「．「．「．「環境環境環境環境をををを『『『『力力力力』』』』にするにするにするにするビジネスビジネスビジネスビジネス」」」」のののの国際展開国際展開国際展開国際展開

２２２２．「．「．「．「環境環境環境環境をををを『『『『力力力力』』』』にするにするにするにするビジネスビジネスビジネスビジネス」」」」にににに資資資資するするするする
環境技術開発及環境技術開発及環境技術開発及環境技術開発及びびびび導入促進導入促進導入促進導入促進

（（（（２２２２））））環境環境環境環境ソリューションビジネスソリューションビジネスソリューションビジネスソリューションビジネスのののの強化強化強化強化
・産学官連携のためのコンソーシアムの創設
・政府ミッション派遣、国内外展示会での出展、ビジネ
ス
マッチング、セミナー開催等

（（（（３３３３））））資源生産性向上等資源生産性向上等資源生産性向上等資源生産性向上等によるによるによるによる３３３３ＲＲＲＲのののの取組取組取組取組のののの高度化高度化高度化高度化
①次世代の省資源型ものづくりによる国際競争力の再
強化
・川下企業による川上・川中企業の工程くず削減
に配慮した設計・調達の促進等
②レアメタル等リサイクルの推進
・使用済み携帯電話回収の実証実験と制度整備、携
帯電話及び小型家電に含まれるレアメタルの回収技
術開発の推進
・廃プラスチックの分別回収システムの改善 等
③廃棄物処理・リサイクルガイドラインの見直し
④広域リサイクルチェーンの構築
・コーディネーターを活用した情報マッチングシステム
の構築、効率的な物流システムの構築等
⑤リサイクル産業の素材供給産業としての位置付け

４４４４．「．「．「．「環境環境環境環境をををを『『『『力力力力』』』』にするにするにするにするビジネスビジネスビジネスビジネス」」」」のののの地域地域地域地域におけるにおけるにおけるにおける展開展開展開展開
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・省エネ、省資源等の「環境力」を正しく可視化

できる手法の確立

・「環境力」の強い企業が金融資本市場で評価

される仕組みの確立

・日本企業の「環境力」を資本市場での競争力

に活用

「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法評価手法評価手法評価手法のののの開発及開発及開発及開発及びびびび株価指数株価指数株価指数株価指数へのへのへのへの適用等適用等適用等適用等「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法評価手法評価手法評価手法のののの開発及開発及開発及開発及びびびび株価指数株価指数株価指数株価指数へのへのへのへの適用等適用等適用等適用等

課題・背景

○金融市場への情報開示が不十分、「環境力」を的確に評価する手法の未確立

○「環境力」を軸にした、金融市場での競争の促進と投資資金の呼び込み

○日本のアジア金融市場における環境評価・投資のリーダーとしての地位の獲得への期待

具体的措置

○「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法評価手法評価手法評価手法の開発

○「環境力」を的確に表す株価指数株価指数株価指数株価指数へのへのへのへの適用適用適用適用 の調査・研究→実用化

○比較可能比較可能比較可能比較可能なななな環境情報開示環境情報開示環境情報開示環境情報開示のあり方

「環境力」の強い企業群の

株価動向を指数化
新株価指数新株価指数新株価指数新株価指数

一般企業の株価動向

（ＴＯＰＩＸなど）

新たな「環境力」評価手法のねらい



≪≪≪≪事業内容事業内容事業内容事業内容≫≫≫≫
（平成２０年度）
�企業の「環境力」評価に関連する現状分析と課題の整理
�企業の「環境力」評価の手法（評価フレーム）の開発、株価指数への適用方法の検
討

�企業の「環境力」の適切な情報提供施策の提案
（平成２１～２２年度）
�試行

第1回

研究会
（6月）

第2回

研究会
（9月）

第6回

研究会
（2月）

第3回

研究会
（10月）

第4回

研究会
（12月）

平成平成平成平成20202020年年年年度度度度

４４４４月月月月 ５５５５月月月月 ６６６６月月月月 ７７７７月月月月 ８８８８月月月月 ９９９９月月月月 １０１０１０１０月月月月 １１１１１１１１月月月月 １２１２１２１２月月月月 1111月月月月 ２２２２月月月月 ３３３３月月月月

報告書
とりまとめ

第5回

研究会
（1月）

第7回

研究会
（3月）

○趣旨説明

○論点整理

（「環境力」評
価＆企業の
環境情報提
供）

○各委員の
取組の紹介

○「環境力」
評価に関する
国内外の情
報収集、ヒア
リング結果
（現状）紹介
○「環境力」
評価に当たっ
ての課題等

○「環境力」
評価に当たっ
ての課題等
○「環境力」
評価フレーム
案の検討

小
委
員
会
へ
経
過
報
告

小
委
員
会
へ
最
終
報
告

○「環境力」評価フレーム案の精査：
企業の「環境力」を評価するための指
標や手法の精緻化
○企業群の抽出と新株価指数のシ
ミュレーション
○「環境力」情報提供に関する現状
調査、課題、施策案：「環境力」評価
手法に沿った環境情報提供を促進す
るための方策の検討
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金融市場金融市場金融市場金融市場におけるにおけるにおけるにおける「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法研究会評価手法研究会評価手法研究会評価手法研究会についてについてについてについて金融市場金融市場金融市場金融市場におけるにおけるにおけるにおける「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法研究会評価手法研究会評価手法研究会評価手法研究会についてについてについてについて



阿部 晃一 東レ株式会社取締役研究本部長

石谷 久（座長） 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授

稲永 弘 トーマツ審査評価機構代表取締役社長

稲葉 敦 東京大学人工物工学研究センター教授（当時）

（現在は工学院大学環境エネルギー化学科教授）

浦西 友義 株式会社東京証券取引所常務執行役員

江間 泰穂 環境プランニング学会副会長

蔵元 康雄 フィデリティ・ジャパン・ホールディングス株式会社取締役副会長

末吉 竹二郎 国連環境計画金融イニシアチブ特別顧問

菅野 伸和 パナソニック株式会社環境本部環境渉外担当顧問

竹ヶ原 啓介 株式会社日本政策投資銀行公共ソリューション部ＣＳＲ支援室課長

筑紫 みずえ 株式会社グッドバンカー代表取締役社長

藤野 英人 レオス・キャピタルワークス株式会社代表取締役社長

水口 剛 高崎経済大学経済学部経営学科教授

敬称略（５０音順）
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金融市場金融市場金融市場金融市場におけるにおけるにおけるにおける「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法研究会評価手法研究会評価手法研究会評価手法研究会メンバーメンバーメンバーメンバー金融市場金融市場金融市場金融市場におけるにおけるにおけるにおける「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法研究会評価手法研究会評価手法研究会評価手法研究会メンバーメンバーメンバーメンバー
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○我が国においては、企業が、生産・流通、製品・サービス等において「環境力」を有し

ていても、現状では、金融市場への情報提供が不十分、かつ企業の「環境力」を的確に

評価する手法が確立していない。

→「環境力」を金融市場における競争力として十分に発揮できない状況 。

○現在の主要株価指数：日経平均株価、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）

→個別セグメントの動向を可視化する仕組みがない

「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法評価手法評価手法評価手法のののの開発開発開発開発、、、、株価指数株価指数株価指数株価指数へのへのへのへの適用適用適用適用、「、「、「、「環境力環境力環境力環境力」」」」のののの適切適切適切適切なななな情報提供情報提供情報提供情報提供のののの必要性必要性必要性必要性

ＳＲＩ格付

（海外）イノベスト社（アメリカ）、ＳＡＭ（スイス）等

（国内）日経環境経営調査（日経新聞）、サステナブル経営格付（環境経営学会）等

ＳＲＩインデックス

（海外）「ＦＴＳＥ ４ Good Index Series」（地域別環境配慮経営企業の株価動向）

ＦＴＳＥ「ＥＴ５０」（世界の環境技術トップ５０社の株価動向）

Ethibel（ベルギー）、Dow Jones（アメリカ）等

（国内）モーニングスター社等

国内外における企業の「環境力」評価の動向

企業の「環境力」評価及び情報開示の現状



ＳＲＩ格付の例 ＳＲＩインデックスの例

海外 国内 海外 国内

■■■■イノベストイノベストイノベストイノベスト社社社社
アメリカの投資調査会社
のイノベスト社では、環境、
持続可能な活動のための
企業統治 、人的資本、ス

テークホルダー資本の視
点から評価を行い、企業
の格付を行っている。

■■■■ＳＡＭＳＡＭＳＡＭＳＡＭ
スイスのSAM社では、持

続可能性の機会とリスク
についての戦略、マネジメ
ント、業種特性の観点から
Sector Leaders、Sector 

Movers、Gold Class、
Silver Class、Bronze 

Classといった格付を実施
している。

■■■■日本経済新聞日本経済新聞日本経済新聞日本経済新聞
社社社社（（（（日経環境経営日経環境経営日経環境経営日経環境経営
度調査度調査度調査度調査））））
1997年から日本経済新聞

社が実施。企業にアン
ケートを送付し、その回答
に基づいて、取組分野ごと
のスコアを算出、スコアに
基づいたランキングを新
聞紙面に発表している。

■■■■環境経営学会環境経営学会環境経営学会環境経営学会
（（（（サステナブルサステナブルサステナブルサステナブル経経経経
営格付営格付営格付営格付））））
環境経営学会が実施して
いる格付制度。経営、環
境、社会の２つの分野に
基づき格付を実施する。
旧環境経営格付。

■■■■ FTSE（ＦＴＳＥ（ＦＴＳＥ（ＦＴＳＥ（ＦＴＳＥ4ＧｏｏｄＧｏｏｄＧｏｏｄＧｏｏｄ

等等等等））））
イギリスのフィナンシャル・タイムズ
紙とロンドン証券取引所が共同出
資しているＦＴＳＥ社が作成している
インデックス。

■ Ethibel（Ethibel 

Sustainability Index）
1992年に設立された民間の専門審

査機関（ＮＧＯが前身）であるベル
ギーのエシベル社が作成しているイ
ンデックス。

■ Dow Jones （Dow 

Jones  Sustainability 

Indexes (DJSI)）
アメリカのインデックス作成会社
Dow Jones社がＳＡＭ社と提携して

提供しているインデックス。

■■■■モーニンモーニンモーニンモーニン
グスターグスターグスターグスター社社社社
（（（（モーニンモーニンモーニンモーニン
グスターグスターグスターグスター
SRIインインインイン

デックスデックスデックスデックス））））
国内の上場企業
を対象とした､わ
が国初のSRIイ

ンデックス
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ＳＲＩＳＲＩＳＲＩＳＲＩ格付格付格付格付・・・・インデックスインデックスインデックスインデックスのののの状況状況状況状況ＳＲＩＳＲＩＳＲＩＳＲＩ格付格付格付格付・・・・インデックスインデックスインデックスインデックスのののの状況状況状況状況



■■■■イノベストイノベストイノベストイノベスト社社社社

■■■■ FTSE（ＦＴＳＥ（ＦＴＳＥ（ＦＴＳＥ（ＦＴＳＥ4ＧＧＧＧood)

以下以下以下以下のののの視点視点視点視点からからからから格付格付格付格付けをけをけをけを
行行行行うううう。。。。
①①①①財務財務財務財務パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス
②②②②ステークホルダーステークホルダーステークホルダーステークホルダー資本資本資本資本
③③③③コーポレートコーポレートコーポレートコーポレート・・・・ガバナンスガバナンスガバナンスガバナンス
④④④④人的資本人的資本人的資本人的資本
⑤⑤⑤⑤環境環境環境環境

手順手順手順手順はははは以下以下以下以下のののの通通通通りりりり。。。。
①①①①産業情報産業情報産業情報産業情報のののの分析分析分析分析
②②②②企業情報企業情報企業情報企業情報のののの収集収集収集収集
③③③③格付格付格付格付けけけけマトリックスマトリックスマトリックスマトリックスのののの作成作成作成作成
④④④④企業企業企業企業へのへのへのへのインタビューインタビューインタビューインタビュー
⑤⑤⑤⑤格付格付格付格付けけけけマトリックスマトリックスマトリックスマトリックスのののの完成完成完成完成
⑥⑥⑥⑥最終確認最終確認最終確認最終確認

2008年年年年
17カカカカ国約国約国約国約1,800社社社社のののの

対象企業対象企業対象企業対象企業からからからから選選選選ばばばば
れたれたれたれた上位上位上位上位100社中社中社中社中、、、、
日本企業日本企業日本企業日本企業はははは13社社社社。。。。

2007年年年年9月現在月現在月現在月現在
組入銘柄組入銘柄組入銘柄組入銘柄879社中社中社中社中
192社社社社がががが日本企業日本企業日本企業日本企業

手順手順手順手順はははは以下以下以下以下のののの通通通通りりりり。。。。
①①①①情報収集情報収集情報収集情報収集（（（（アンケートアンケートアンケートアンケート、、、、報告書報告書報告書報告書、、、、
ウェブサイトウェブサイトウェブサイトウェブサイト等等等等））））
②②②②EIRIS及及及及びびびびリサーチパートナーリサーチパートナーリサーチパートナーリサーチパートナー

によるによるによるによる調査調査調査調査
③③③③ユニバースユニバースユニバースユニバース内企業内企業内企業内企業のののの見直見直見直見直しししし
④④④④構成会社変更構成会社変更構成会社変更構成会社変更にににに対対対対するするするする承認承認承認承認

以下以下以下以下のののの視点視点視点視点からからからから方針方針方針方針、、、、マネマネマネマネ
ジメントシステムジメントシステムジメントシステムジメントシステム、、、、報告報告報告報告につにつにつにつ
いていていていて評価評価評価評価しししし、、、、格付格付格付格付けをけをけをけを行行行行うううう。。。。
①①①①環境環境環境環境クライテリアクライテリアクライテリアクライテリア
②②②②社会社会社会社会クライテリアクライテリアクライテリアクライテリア
③③③③人権人権人権人権クライテリアクライテリアクライテリアクライテリア
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海外海外海外海外ののののＳＲＩＳＲＩＳＲＩＳＲＩ格付格付格付格付におけるにおけるにおけるにおける日本企業日本企業日本企業日本企業のののの評価評価評価評価海外海外海外海外ののののＳＲＩＳＲＩＳＲＩＳＲＩ格付格付格付格付におけるにおけるにおけるにおける日本企業日本企業日本企業日本企業のののの評価評価評価評価 ①①①①①①①①



■■■■FTSE（ＦＴＳＥ（ＦＴＳＥ（ＦＴＳＥ（ＦＴＳＥ ET50)※※※※元元元元々々々々ははははImpax社社社社がががが実施実施実施実施

■■■■Ethibel（（（（Ethibel Sustainability Index））））

以下以下以下以下のののの視点視点視点視点からからからから格付格付格付格付けをけをけをけを
行行行行うううう。。。。
①①①①共同体共同体共同体共同体のののの関与関与関与関与
②②②②企業統治企業統治企業統治企業統治
③③③③企業行動企業行動企業行動企業行動
④④④④環境環境環境環境
⑤⑤⑤⑤人的資源人的資源人的資源人的資源
⑥⑥⑥⑥人権人権人権人権

手順手順手順手順はははは以下以下以下以下のののの通通通通りりりり。。。。
①①①①一次評価一次評価一次評価一次評価
②②②②スクリーニングスクリーニングスクリーニングスクリーニング
③③③③企業企業企業企業プロフィールプロフィールプロフィールプロフィールのののの作成作成作成作成
④④④④格付格付格付格付
⑤⑤⑤⑤登録委員会登録委員会登録委員会登録委員会からのからのからのからの意見聴衆意見聴衆意見聴衆意見聴衆
⑥⑥⑥⑥理事会理事会理事会理事会のののの判断判断判断判断
⑦⑦⑦⑦登録登録登録登録にににに関関関関するするするする通知通知通知通知

2003年年年年12月時点月時点月時点月時点でででで
組入銘柄組入銘柄組入銘柄組入銘柄230数社数社数社数社
中中中中15％％％％がががが日本企業日本企業日本企業日本企業

2007年年年年12月月月月31日現日現日現日現

在在在在
５０５０５０５０社中日本企業社中日本企業社中日本企業社中日本企業はははは
2社社社社

（（（（最最最最もももも多多多多いのはいのはいのはいのはアメアメアメアメ
リカリカリカリカでででで１８１８１８１８社社社社、、、、次次次次ががががドドドド
イツイツイツイツでででで５５５５社社社社））））

以下以下以下以下のののの視点視点視点視点ででででスクリーニングスクリーニングスクリーニングスクリーニング
①①①①専業度分析専業度分析専業度分析専業度分析
以下以下以下以下のののの指標指標指標指標のうちのうちのうちのうち、、、、少少少少なくともなくともなくともなくとも一一一一つがつがつがつが50%

をををを超超超超えるえるえるえる場合場合場合場合、、、、環境技術専業企業環境技術専業企業環境技術専業企業環境技術専業企業とみなさとみなさとみなさとみなさ
れるれるれるれる。。。。
1) 総収入総収入総収入総収入にににに占占占占めるめるめるめる環境技術収入環境技術収入環境技術収入環境技術収入のののの割合割合割合割合
2) 総投下資本総投下資本総投下資本総投下資本にににに占占占占めるめるめるめる環境技術投下資本環境技術投下資本環境技術投下資本環境技術投下資本のののの割合割合割合割合
3) 総純利益総純利益総純利益総純利益にににに占占占占めるめるめるめる環境技術事業環境技術事業環境技術事業環境技術事業によるによるによるによる純利益純利益純利益純利益のののの
割合割合割合割合

②②②②流動性流動性流動性流動性スクリーニングスクリーニングスクリーニングスクリーニング
③③③③時価総額時価総額時価総額時価総額によるによるによるによるランクランクランクランク付付付付けけけけ

以下以下以下以下のののの企業企業企業企業をををを抽出抽出抽出抽出
1) 代替代替代替代替エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー、、、、省省省省エネルエネルエネルエネル

ギーギーギーギー（（（（例例例例：：：：風力風力風力風力タービンタービンタービンタービン製造業製造業製造業製造業、、、、
太陽光発電製造業太陽光発電製造業太陽光発電製造業太陽光発電製造業））））
2) 水処理技術水処理技術水処理技術水処理技術、、、、汚染防止汚染防止汚染防止汚染防止

（（（（例例例例：：：：ろろろろ過過過過、、、、浄化浄化浄化浄化、、、、分離技術企分離技術企分離技術企分離技術企
業業業業））））
3) 廃棄物関連技術廃棄物関連技術廃棄物関連技術廃棄物関連技術、、、、資源管資源管資源管資源管

理理理理（（（（例例例例：：：：リサイクルリサイクルリサイクルリサイクル資源利用製資源利用製資源利用製資源利用製
品製造業品製造業品製造業品製造業））））
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海外海外海外海外ののののＳＲＩＳＲＩＳＲＩＳＲＩ格付格付格付格付におけるにおけるにおけるにおける日本企業日本企業日本企業日本企業のののの評価評価評価評価海外海外海外海外ののののＳＲＩＳＲＩＳＲＩＳＲＩ格付格付格付格付におけるにおけるにおけるにおける日本企業日本企業日本企業日本企業のののの評価評価評価評価 ②②②②②②②②
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「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法評価手法評価手法評価手法のののの開発開発開発開発、、、、株価指数株価指数株価指数株価指数へのへのへのへの適用適用適用適用、「、「、「、「環境力環境力環境力環境力」」」」のののの適切適切適切適切なななな情報提供情報提供情報提供情報提供のののの必要性必要性必要性必要性

我が国において 「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価手法評価手法評価手法評価手法のののの開発及開発及開発及開発及びびびび株価指数株価指数株価指数株価指数へのへのへのへの適用適用適用適用、「、「、「、「環境力環境力環境力環境力」」」」情報提供手情報提供手情報提供手情報提供手
法法法法のののの確立確立確立確立が必要。

・「環境力」が適切に評価されれば、環境の取組が競争力強化につながるため、「環境力」

向上のインセンティブとなる。

・日本は従来から、ＣＯ２削減、省エネ、リサイクル等の企業の取組を促進する行政を実施

してきているので、これを活かし、実効ある「環境力」を的確に評価する手法や株価指数

を日本から発信していく意義は大きい。

・既に、環境関連融資、ＳＲＩファンド等による環境の観点からの企業評価と投融資の動き

が活発化しているが、「環境力」のある企業を抽出し、企業群の株価の動きを指数化でき

れば、より一層「環境力」のある企業の将来性を見込んだ世界の投資資金を引き込む可能

性あり。

・企業の「環境力」が比較可能な形で適切に情報開示されれば、このような評価手法や新株

価指数とのマッチングにより、企業の「環境力」がより一層、市場での競争力強化に結び

付く。
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１．「環境力」評価の対象を峻別。

（１）企業の環境技術が需要者の使用に供されることにより環境負荷低減が図られる点を評価。

（２）製造、流通等の企業自身の活動における環境負荷の低減を図る点を評価。

２．単独企業の評価だけでなく、サプライチェーン、アジアバリューチェーンの視点からの評価を行う。

３．経営全般に関する事項や、製品・サービスのライフサイクル全般にわたるきめ細かな環境負荷低

減の全ての要素を盛り込んだ評価を行う。

４．企業の環境負荷低減の各取組について、環境負荷低減効果とともに、それが企業価値向上、企

業のサステナビリティにどのように結び付くか等、当該企業に投融資を行うメリットの観点も踏まえ

た重み付けを行うことにより、総合的・定量的な評価を行う。

５．「環境力」の裾野を広げるため、大企業のみならず、中小企業も適切に評価しうる手法とする。

６．金融機関・投資家による評価の視点とともに、消費者が「環境力」のある企業の選択を行うという

評価の視点も勘案する。

企業の「環境力」評価手法における視点
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「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの概要概要概要概要①①①①「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの概要概要概要概要①①①①

○地球温暖化等の環境問題を踏まえた国内外における企業の「環境力」評価の動
向を勘案し、経済産業省としての企業の「環境力」評価の考え方と企業のあるべき
姿を明確化することにより、企業における環境負荷低減に向けた取組を促進する
役割を果たすべきものとして、「環境力」評価フレームを策定。

○本フレームは、「環境力」のある企業が経済的に成長することが望ましく、また中
長期的にも勝ち残れるという仮説に基づき、短期的視点のみならず中長期的視点
から評価することにより、あらゆる大企業や中堅・中小企業が環境の取組を積極的
に行う社会へと誘導することを目的としたもの。

○本フレームは、企業の「環境力」を多面的に評価するための項目を、
＜評価項目Ⅰ＞企業自らの事業活動における環境負荷低減
＜評価項目Ⅱ＞製品・サービスの需要者による購買・利用による環境負荷低減
＜評価項目Ⅲ＞環境コミュニケーションの実践
の３つに分け、それぞれについて評価の視点、評価指標、評価手法を主要な環境
テーマ（温暖化防止・省エネ、３Ｒ、公害防止、化学物質管理、水資源確保、生物多
様性確保）ごとに網羅的・総合的に示すもの。
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「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの概要概要概要概要②②②②「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの概要概要概要概要②②②②

○本フレームの利用方法の原則

・ 各企業の評価に当たっては、各項目それぞれの評価指標、評価手法に基づき、
短期・中長期的の双方の視点から評価を行う。

・ 特に、企業の「環境力」は中長期的に発揮されるケースが多いことから、各評価
指標、評価手法の利用に当たっては、中長期的視点に重点を置いて評価を行うこ
ととする。特に、本フレームにおいては、企業の将来の可能性を積極的に評価する
ことを原則とする。

・ 企業の「環境力」評価に当たっては、「評価の視点」において個別に記載してい
るように、企業規模や業種の特性等を勘案し、企業における環境負荷低減の絶対
値だけでなく、中小企業や環境負荷の大きい業種についてもその特性に応じて適
正に評価されるよう、相対値による評価を行うこととする。

・ 評価フレームの利用者は、金融機関、個人投資家、機関投資家、評価会社・団
体、資産運用会社、証券取引所、消費者、企業、国、自治体等が想定されるが、本
評価フレームは、各利用者の目的・用途に応じ、必要な評価指標を選択し、必要に
応じて評価指標を加工しながら利用されるべきものである。
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「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの概要概要概要概要③③③③「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの概要概要概要概要③③③③

○「環境力」評価フレームの具体例
＜評価項目Ⅰ＞企業自らの事業活動における環境負荷低減
（評価指標）
（１）分野横断
環境マネジメントシステムの構築、環境経営方針・推進体制、マテリアルフロー
コスト会計（ＭＦＣＡ）、ＬＣＡの導入、環境技術開発、環境規制への対応等

（２）温暖化防止・省エネ
温暖化防止に関する行動指針、排出量取引、国内クレジット、温対法に基づく温
室効果ガス排出量等

（３）３Ｒ
廃棄物・リサイクルガバナンスの体制、３Ｒに関する行動指針、リサイクル率、３
Ｒ設備導入、３Ｒに配慮した設計・調達、廃棄物に関する法規範への対応等

（４）公害防止
公害防止方針・体制、公害防止に関する環境管理、各規制法への対応等

（５）化学物質管理
ＶＯＣに関する行動計画、ＶＯＣ排出削減の取組、化学物質の適正管理、化学
物質管理規制への対応等

（６）水資源確保
水のリサイクルへの取組、水保全に関する規制等への対応等

（７）生物多様性確保
生物多様性保護に関する行動指針等
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「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの概要概要概要概要④④④④「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの概要概要概要概要④④④④

○「環境力」評価フレームの具体例
＜評価項目Ⅱ＞製品・サービスの需要者による購買・利用による環境負荷低減
（評価指標）
（１）分野横断
環境ビジネスによる環境負荷低減、環境ビジネス市場でのシェア拡大、環境配
慮設計・製品アセスメント等

（２）温暖化防止・省エネ
環境ビジネスによるＣＯ２排出量削減（新エネルギー、エコプロダクツ等）、製品・
サービスのＣＯ２排出量、省エネ法における特定機器の省エネ、燃費等

（３）３Ｒ
廃棄物処理等の環境関連ビジネスによる廃棄物削減（廃棄物処理、リサイクル
装置等）等

（４）公害防止
環境ビジネスによる公害防止（環境分析装置、公害防止装置等）等

（５）水資源確保
水関連ビジネスによる水利用削減、水創出（水処理膜、超純水製造装置等）

（６）生物多様性確保
環境ビジネスによる自然保護（水質浄化、多自然型工法等）等
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「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの概要概要概要概要⑤⑤⑤⑤「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの概要概要概要概要⑤⑤⑤⑤

○「環境力」評価フレームの具体例
＜評価項目Ⅲ＞環境コミュニケーションの実践
（評価指標）
（１）分野横断
環境報告書の作成・公表等の環境情報の発信、ステークホルダーダイアログ、
環境コミュニケーション・ブランド戦略、エコリーフ等の環境ラベル導入等

（２）温暖化防止・省エネ
ＣＤＰ等へのＣＯ２排出量情報提供、カーボンフットプリント導入、省エネラベリン
グ、自動車の燃費性能に係る車体表示等

（３）３Ｒ
製品の３Ｒ配慮情報提供の実施等

（４）公害防止
公害防止ガイドラインに沿ったステークホルダーとのコミュニケーション、低自動
車排ガスラベル導入等

（５）化学物質管理
低ＶＯＣ製品等の環境ラベル導入等



各企業の「環境力」評価に関する指標、評価基準等の設定

個人投資家個人投資家個人投資家個人投資家
機関投資家機関投資家機関投資家機関投資家

銀行銀行銀行銀行 企業企業企業企業

「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレーム

・・・・企業企業企業企業のののの「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」にににに係係係係るるるる評価項目評価項目評価項目評価項目のののの全体像全体像全体像全体像をををを提示提示提示提示 ・・・・評価項目評価項目評価項目評価項目ごとにごとにごとにごとに、、、、評価指標評価指標評価指標評価指標とととと評価手法評価手法評価手法評価手法をををを提示提示提示提示

ユーザーユーザーユーザーユーザー

目的

評価対象

投資対象選択

株式会社

環境融資

全企業

自己評価 取引先評価

全企業 取引先企業

消費者消費者消費者消費者

企業評価

全企業

インデックス／ＥＴＦ

企業格付け／
環境優良企業ランキング

作作作作りりりり上上上上げるげるげるげる具体的具体的具体的具体的ななななツールツールツールツール

「環境力」指標
に沿った情報
開示

評価会社評価会社評価会社評価会社・・・・団体等団体等団体等団体等

資産運用会社資産運用会社資産運用会社資産運用会社
証券取引所証券取引所証券取引所証券取引所

組入銘柄選択

株式会社

公的機関公的機関公的機関公的機関

国

自治体
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「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの機能機能機能機能「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価フレームフレームフレームフレームのののの機能機能機能機能
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• 日本は、環境政策として、企業活動や、製品・サービスに関する「環境力」に係る情
報や、その程度を審査する技術的知見を蓄積。法令等に基づき行政機関が関連情
報を収集・蓄積。

• 企業の「環境力」を適切に評価する手法を確立し、その手法を株価指数の基礎とし
て利用することにより、

– 環境関連指標そのものの意味合いを増幅するとともに、

– 環境分野にとどまっていた知識を、金融知識に転換することが可能となり、「環境力」の裾
野が広がっていく。

• 金融格付け会社が企業の財務状況を評価して金融商品を格付けするのに対し、

企業のあらゆる側面からの「環境力」を評価して格付けしようという発想。

具体的な「環境力」を有する会社が的確に評価・抽出されるようになる。

• さらに、国内／企業内の「環境力」だけではなく、海外工場やバリューチェーンの「ア
ジア環境バリューチェーン形成貢献企業指数」を作り出し、我が国外アジア内での
環境貢献活動を評価することも可能。

「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」にににに着目着目着目着目したしたしたした新株価指数作成新株価指数作成新株価指数作成新株価指数作成・・・・公表公表公表公表のののの意義意義意義意義
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• 「環境力」評価フレームにより、大企業のみならず、中堅・中小企業の環境の取組が
適切に評価され、実際の投資・融資行動等につながるように、関係省庁との連携の
もと、本フレームの様々なステークホルダーへの利用の働きかけ等により、広範囲
な認知度向上と普及啓発を図る。

• 本フレームにおける評価の視点、評価指標、評価手法について一定期間ごとに所
要の見直しを行うとともに、本フレームが企業の「環境力」の総合的な評価を行う基
盤になるように精緻化を図る。

• 「環境力」評価フレームから、現在または将来において株価形成に対して影響力が
大きいと考えられる重要な評価指標を国内外の政策動向に対応しつつピックアップ
し、投資家ニーズを的確に踏まえた「環境力」株価指数組成を進めるように民間の
主体に働きかける。特に、株価指数組成の前提として、従来の取組よりもきめ細か
な「環境力」がより適切に正しく評価される基本原則を確立する。

• 「環境力」評価フレームに基づき、自主的に提供される情報、制度上開示される情
報の内容を比較可能にするためのガイドラインの整備を進めるとともに、企業の「環
境力」の評価を行う主体等が容易に低コストで必要な環境情報にアクセスできるデ
ータベースの構築等を図る。

企業企業企業企業のののの「「「「環境力環境力環境力環境力」」」」評価評価評価評価・・・・新戦略新戦略新戦略新戦略


